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団地における孤独死の発生と防止対策に関する考察
－千葉県八千代市Ａ団地の事例を手がかりとして－
川口 一美＊１　 高尾 公矢＊２
要 旨
　わが国は少子高齢化・人口減少時代に突入し，様々なかつ深刻な課題を抱えている。その一つが孤独死である。
　孤独死は，近年に始まった社会問題ではないが，時代背景等と関連し現代社会が抱える社会問題となっている。
孤独死がマスコミ報道等で大きく取り上げられる背景には，少子高齢化，世帯構成の変化，ライフスタイルの変化，
地域社会の崩壊，非婚・離婚の増加，貧困，病気等，今日の社会構造や意識の変化がもたらした様々な問題が根
底にある。これら社会のゆがみが孤独死という形で社会の縮図となり,現れているとみることができる。
　本稿では，千葉県八千代市Ａ団地の事例をもとに，孤独死の発生状況と今後の防止策について検討した。Ａ団
地は，孤独死防止対策を団地自治会が中心となって行っている地域である。この事例で得られた知見をもとに今
後日本の高齢化が進む中にあって，孤独死防止への課題や対策を提示できると考える。
　Ａ団地で2004～2013年の10年間に発生した孤独死は55件，前期高齢者の割合が高かった。さらに年齢別や孤独
死の理由等の分析を行い，高齢者生活調査の結果をもとにＡ団地における孤独死の特徴を整理し，孤独死防止対
策の課題を提示する。孤独死防止の取り組みとして，対人ネットワークは有用ではあるが限界もあることが明ら
かとなった。
１．はじめに
　わが国の高度経済成長期に住宅難解消を目的に，全国でつく
られた団地では，建物の老朽化のみならず急激な高齢化が進ん
でいる。現在，都市部の団地を中心に孤独死の増加にともなっ
て全国的に人々がつながりを失った社会，無縁社会についての
議論がさかんに行われ，コミュニティのあり方が問われてい
る1）,2）。
　孤独死増加の背景の一つである高齢者の社会的孤立，中でも
一人暮らし高齢者をめぐる問題は，日本社会が直面する社会問
題であり，その解決は喫緊の課題となっている。
　団地は家族の紐帯の弱さに加え，近隣関係の希薄化により，
地域住民の相互の支え合いも十分に機能しているとはいえない
状況がある。
　家族や地域の支援が弱まっている中，心理的・社会的に孤立
する高齢者が今後ますます増加することが予想され，都市部の
団地における孤独死防止対策は，社会福祉政策の重要な課題と
なっている。
　わが国では，2025年に高齢者世帯の中でも一人暮らしが最も
多くを占めるようになると推計されている。（国立社会保障・
人口問題研究所2013）今後孤独死問題は都市部の団地のみにと
どまる問題ではなく，日本社会全体の問題となり，高齢者の孤
独死への関心は今後一層高まるものと考えられる。
　「高齢社会白書」（2011年）によれば，高齢者の社会的孤立が
もたらす問題点として，「生きがい低下」「高齢者の消費者被害」
「高齢者による犯罪」「孤立死」の４点をあげている3）。
　高齢者の孤立は「一人暮らし」であることだけでは捉えられ
ないが，高齢者の「一人暮らし」世帯は他の世帯類型に比較し
て孤立する可能性が高いことは明らかである。孤立者の多いコ
ミュニティは，コミュニティの統合力・団結力が衰退し，自殺
者が増加することが指摘されている4）。
　中嶋（2010）は，高齢者の孤独死について「人が死ぬことが
問題なのではなく，社会的に孤立した果てに死亡したことが問
題である」と指摘している5）。
　本稿では，団地における孤独死の実態と高齢者の生活実態を
明らかにし，孤独死防止活動の取り組みをもとに孤独死のリス
ク要因である社会的孤立から脱却するための解決策を検討する。
　本稿の事例として取り上げる千葉県八千代市Ａ団地は，高齢
化率が高く，自治会を中心として孤独死防止に積極的に取り組
んでいる団地であるため，今後の孤独死防止活動を考える上で
のモデルケースになると考える。
　孤独死防止活動に関しては，孤独死の定義や孤独死の原因，
また個人的な問題にどこまで立ち入ることが良いかなど様々な
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2010年度末では490.7万人で，2001年度末から203万人増加して
いる。また，75歳以上になるとその割合は大きく上昇する。介
護保険サービス受給者は2013年１月で約446万人となっており，
男性が28.7％，女性は71.3％となっている。
　要介護者に対する介護状況についてみると，家族が主な介護
者になっており，老老介護を余儀なくされている世帯も相当数
あると考えられる。また，実際にどこで介護を受けたいかにつ
いても自宅を希望する者が約4割，次いで，施設，病院となっ
ている。加えて最期を迎えたい場所については，自宅が半数を
超える9）。
　高齢者のほとんどは現在の住居に満足しており，身体が弱っ
ても自宅にとどまりたいと思っている人が多い。
３） 高齢者の経済状況
　「高齢者白書」（2013年）によれば，高齢者世帯と全世帯の１
人当たりの平均年間所得に大きな差はない。これは高齢者世帯
の平均世帯人員が少ないことが一つの要因であり，高齢者世帯
平均約197万円に対して，全世帯平均は約200万円となっている。
　なお，公約年金，恩給を受給している高齢者世帯の総所得に
占める公約年金，恩給の割合をみると，約７割の世帯でその割
合が80％を超えている。高齢者の生活保護受給状況についてみ
ると，2011年では78万人で，前年より増加している。また，65
歳以上人口に占める65歳以上の生活保護受給者の割合は，2.63
％で，全人口に占める生活保護受給者の割合（1.58％）より高く
なっている10）。
４） 孤独死問題
　「高齢者白書」（2013年）によれば，誰にも看取られず息を引
き取り，その後相当期間放置されるような孤独死（＝孤立死）
について，東京23区内では，65歳以上の一人暮らしの自宅での
死亡者は2012年で2729人となっている。また，UR（都市再生
機構）の賃貸住宅約76万戸中，死後１週間を超えて発見された
件数（自殺・他殺等を除く）は，2011年度に200件，うち65歳以
上では131件と，これまでより増加しており，とりわけ65歳以
上では５割の増加となっている。また，孤独死を身近だと感じ
る人は60歳以上では２割に満たないが，単身世帯では４割を超
える11）。
３．孤独死に関する先行研究
１） 孤独死の扱われ方の変遷
　孤独死は，どのようにみるかで捉え方が大きく異なる。人に
はいつか死がおとずれることは誰もが理解しており，死を迎え
る際に一人でいることもまた，誰にも起こり得ることと認識し
ている。
　誰にも看取られずに一人で死んでいく状況を問題と捉えるよ
議論があり，明確な答えを打ち出すことができない現象である。
また「死んだときに一人」であることは，家族形態やライフス
タイルの変化を鑑みれば，誰しも直面する可能性が考えられる。
２．高齢者を取り巻く現況
１） 高齢化
　内閣府の発表によれば（2012年10月），わが国の総人口は前
年より28万4000人減少（前年比0.22％減）し，１億2751万5000人
となった。65歳以上が初めて3000万人を超え，高齢化率は24.1
％であった。
　「高齢社会白書」（2013年）によれば，「65歳以上の高齢者人
口を男女別にみると，男性は1318万人，女性は1762万人で，男
性対女性の比は約３対４」となっている6）。
　わが国の65歳以上人口は，「団塊の世代が65歳以上となる平
成27（2015）年に3395万人，この世代が75歳以上になる平成37
（2025）年に3657万人に達し，平成54年（2042年）に3878万人と
ピークを迎え，その後減少に転じる」と推計されている7）。
　65歳以上の高齢者のいる世帯は，2011年現在1942万世帯と，
全世帯4668万世帯の41.6％を占めている。世帯構造は，三世代
世帯は減少傾向であり，親と未婚の子のみの世帯と夫婦のみの
世帯は増加している。
　子どもとの同居率をみると「1980年にほぼ７割であったが
1999年に50％を割り，2011年では42.2％で，大幅に減少してい
る。一人暮らし又は夫婦のみの世帯については，大幅に増加し，
2004年に過半数を超え，2011年には，54％まで増加」している8）。
　社会保障・人口問題研究所の将来推計（2013年１月18日）に
よれば，世態総数は2010年の5184万世帯から2019年には5307世
帯まで増えるが，その後は減少。2035年には4956万世帯まで減
少する。総世帯数が減少する中で今後増えると見込まれるのが
高齢者の一人暮らしの世帯で，2010年の498万世帯から2035年
には762万世帯と1.5倍になる。一人暮らしの高齢者が増える中
で，介護や見守りニーズが増大することは必然的である。
２） 高齢者の健康状況及び高齢者を取り巻く社会資源
　「高齢社会白書」（2013年）によれば，高齢者の半数近くには
何らかの自覚症状のある疾病（病気やけが）等があるとしてい
るが，日常生活に影響があるほどの状況の人は５人に１人であ
る。
　現在の健康状態に関する意識については，健康状態がよい
（よい・まあよい）とする人の割合が年を取るにつれ少なくなり，
よくない（よくない・あまりよくない）とする人の割合が上がる。
　また，高齢者の受療率は他の年齢層より高く，医療サービス
の利用についてもほぼ毎日～月に１回程度の割合を合わせると
61.6％と高い。
　介護保険制度における65歳以上の要介護者又は要支援者は，
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うになったのはいつ頃からなのか。その変遷をたどることで何
が変化し，何が変わっていないのかを整理した。
　孤独死がマスコミ等の報道で取り上げられるようになったの
は，1970年代（1970年4月）である。その当時は，高齢者＝孤独
死ではなかった。だが，1970年代以降高齢化の波と社会の急激
な変容及び福祉の方向変換によって，高齢者問題，都市（部）
問題として捉えられるようになった。この時期は，都市社会の
希薄な人間関係の狭間に起きる問題として捉えられ，「局地的
かつ特別な人の問題」と捉えられている。
　孤独死が人々の関心を引きつけるのは，プライバシーへの監
視や個人の意識の強まりが関連している。
　1990年代になると，時代の影響もあり不景気，貧困との結び
つきがクローズアップされてくる。「貧困」と「孤立」にあえ
ぐ状況から孤独死へという構図がみられるようになる。一方
1995年の阪神淡路大震災後の被災した人々の孤独死がメディア
で取り上げられ，そこから孤独死は全国的に認知されるように
なる。
　2000年以降はNHKが「無縁社会」（2010）キャンペーンの中
で孤独死や孤立を取り上げ12），様々な地域での孤独死問題報道
が増えた。
　孤独死は，全国的な広がりを持った社会問題であり，人々に
「明日は我が身かもしれない」と危機感を持たせ，地域社会に
目を向けさせるようになった13）。
　また，取り組みの方向も孤独死を防止するというより孤独死
の原因になる孤立防止の仕組みを構築し，その上で死亡後の早
期発見に重点が置かれるようになった14）。
２） 孤独死の様々な捉え方
　孤独死は，事象の特性としての捉えにくさやみえにくさによ
り，決定的な取り組みや解決策を打ち出しにくい。また，孤独
死をどう定義するか，孤独死の現象を捉えた時期や方法によっ
て様々である。
　用語をめぐる問題もある。「孤独死」と「孤立死」という用
語があり，どちらを使用するのか，それも使う人にゆだねられ
ている。マスコミ報道で取り上げられた用語は「孤独死」であ
るが，厚生労働省は孤立死防止プロジェクトを立ち上げてから，
福祉・行政における事業施策等は孤立死（孤独死）防止という
ように孤立死を前面に打ち立てている。厚生労働省のいう孤立
死とは，今後「孤立生活」が一般的なものとなる中で，人の尊
厳を傷つけるような悲惨な死が「孤立死」（つまり社会から「孤
立」した結果，死後長期間放置されるような「孤立死」）であり，
「一人暮らしでなくても高齢者夫婦のみの世帯や要介護高齢者
と中年の子世帯等，社会的に孤立した状況の人々も含める」と
している。
　また，孤独死という事象の定義について研究者が様々な定義
づけを試みている。　
　額賀（1999）は「孤独死とは低所得で，慢性疾患に罹患して
いて，完全に社会的に孤立した人間が，劣悪な住居若しくは周
辺領域で，病気及び自殺に至るとき」15）としている。
　東京都新宿区は「２週間に１度以上見守りがない一人暮らし，
また高齢者世帯」16）と定義し，発見が遅れても公的福祉サービ
スを利用したり，通勤，家族，他者と接触があったりしていれ
ば孤独死には含んでいない。また，「自殺等のケースは孤独死
に含まない」とした。
　佐々木（2007）らは「一人暮らしをしていて，誰にも看取ら
れず自宅でなくなった場合。自殺は含まない」17）としている。
　高尾（2008）は「日常的に社会的つながりを絶っており，日
頃から行政等のフォーマルケア及び親族や近隣等のインフォー
マルケアを受けることなく孤立状態であり，誰にも看取られず
居宅で死に至り，死後しばらく経ってから発見される状態」18）
としている。
　福川（2011）は「社会との交流がなく孤立し，誰にも看取ら
れず自宅内で死亡し死後発見される場合」19）としている。
　これらの定義を比較すると，孤独死を①高齢者問題とするの
か（65歳以下の者を含むか），②一人暮らしに限定するのか同
居家族がいても良いのか，③自殺を含めるか含めないか，④発
見されるまでの日数の扱いをどうするか，⑤対象者の生活状況
や背景についての扱いをどうするか，⑥死亡理由についての扱
い（疾患による対象の判別）等，まちまちである。
　この６点についてみても，どの内容を孤独死の対象範囲とす
るかの選択で，異なるデータ，状況，人数等が示されることは
容易に判断できる。
　本稿での孤独死の定義は，Ａ団地自治会及びその団地内を活
動拠点としているNPO法人の協力を得て，情報，データの収
集を行っている。そのデータを踏まえＡ団地で聞き取り調査を
行っているため，Ａ団地の自治会及びNPO法人が孤独死と認
識している事象を本稿でも孤独死と定義する。
４．本調査のデータ収集方法（研究方法）
１） 本調査の概要
　高齢者生活調査は，Ａ団地自治会及びNPO法人高齢者福祉
ネット研究会の協力を得て，70歳以上の高齢者100人を対象と
して個別面接調査を実施した。調査期間は2013年２月及び，７
～９月である。この高齢者生活調査は,団地創設40周年の企画
事業（「団地創設40周年Ａ団地高齢者調査」）として，実施され
るものである。調査票作成を高尾・川口が（調査者へのオリエ
ンテーション・調査方法に関する打ち合わせも含む），被調査
者への個別面接は，Ａ団地自治会及びNPO法人高齢者福祉ネ
ット研究会が実施した。この本調査は、この事業で全高齢者の
調査を行うためのプレテストとして行われている。
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　また孤独死に関するデータは，団地自治会等の作成資料をも
とにしている。発生状況等追跡可能なものについては，2013年
８月に住民からの聞き取りを高尾・川口が行っている。
　なお，倫理的配慮として，調査の趣旨，データの目的外使用
はしないこと，聞き取り調査や知り得た内容について関係者の
プライバシーには十分配慮することを説明し，了承を得て実施
した。
２） Ａ団地における孤独死の範囲
①Ａ団地における孤独死の範囲
　今回扱う孤独死事例は，2004～2013年２月のものとする。聞
き取り調査及び文献（Ａ団地が年２回発行する新聞及び団地
の記念史（便覧）から収集した情報は，以下の６つである。①
孤独死が起こった日時（発見された日時），②団地内のエリア，
③性別，④年齢，⑤死亡理由，⑥発見者からの状況説明（情報
収集が可能なもののみ）。
　Ａ団地における孤独死については，「日常的に社会的つなが
りを絶っており，日頃から行政等のフォーマルケア及び親族や
近隣等のインフォーマルケアを受けることなく，孤立状態であ
り，誰にも看取られず，居宅で死に至り，死後しばらく絶って
から発見される状態」と捉えた。
５．千葉県八千代市Ａ団地の高齢化
１） Ａ団地の概況
　Ａ団地のある千葉県八千代市は，成田市と東京方面を結ぶ成
田街道（現国道296号線）途中の内陸部，千葉県北西部に位置し，
東京から約30キロメートルの距離にある。旧住宅公団（現UR）
によって次々と大型団地が建設され，1967年に市制施行，1968
年に近隣私鉄駅が開業し，高度経済成長期を経て人口が急増，
現在18万９千人の千葉県第７位の市にある団地である。
　Ａ団地は，1970年から1971年にかけて完成した団地である。
１～５街区で構成され，うち３～５街区がURの団地である。
１街区と２街区は戸建て（持ち家），３～５街区は集合住宅で
ある。Ａ団地自治会は，３～５街区での活動を行っている。今
回対象とする３～５街区は，５階建ての中低層住宅で，総世帯
数は約3000世帯，そのうち約150世帯が外国籍である。現在は
250軒前後が空室となっている。
　世帯主の年齢は，65歳以上が70％を占める。団地の居住年数
についてみると，30年以上住んでいる割合が44％，20年未満が
47％を占める。2005年以降からの居住は約20％となっている。
　Ａ団地は入居後40年以上が経過し，現在の居住者は最も居住
者が多かった時期（12000人）に比べ大幅に減少し，5222人とな
っている。うち，65歳以上の高齢者数は1627人で，高齢化率は
約33％。70歳以上は約20.8%に及ぶ。県内，市内でも最も高齢
化の進んだ地域となっている。
　世帯構造については，２人暮らしが最も多く約40％，次いで
一人暮らしが37％である。60歳以上の「一人暮らし世帯」は約
80%を占める。
　要介護認定者は190名，うち（介護保険制度の）居宅サービス
を利用している高齢者は131人となっている。
２） 団地の生計
　世帯収入は，年間100万円未満から150万円までが29.7％，
150万円から251万円までが37.4％であり，月収20.9万円の以下
の世帯が67％を占め，全国平均と比較してみるとかなり低い。
収入の内訳は，年金が52％，その他は稼働所得である。Ａ団地（３
～５街区）の65歳以上の割合は約33％を占め，多くが年金に依
存している状況がみられ，しかも年金の種類は厚生年金が少な
く，国民年金が多数を占める。家賃は５～６万円台がほとんど
で，年金の種類から推して生計の厳しさがうかがえる。
　自治会の調査によれば，「今後もこの団地に住み続けたい」
と回答した人は約８割を占め，この団地を ｢終の住処｣ と考え
ているようである。
　このＡ団地は，自治会活動が活発である。その背景には，入
居当初には周辺に病院がなく，病院の誘致という切実な願いか
ら自治会を立ち上げ，様々な活動に取り組んできた経緯がある。
しかし，自治会結成当初の加入率は高かったが，現在は新規居
住者ほど加入しない傾向がみられ，加入率は低下の一途をたど
っている。
　この団地の孤独死防止活動は，2003年１～４月の間に立て続
けに４件の孤独死が発生したことが契機となり始まった。そこ
で，一人暮らしでも安心して暮らせる団地にするため様々な取
り組みを展開してきた。
３） Ａ団地の活動
　この団地では自治会長の「死んでまで人にいわないのはなぜ，
絶対に一人じゃ死なせない｣ という言葉から孤独死予防作戦が
展開されてきた。具体的な対人ネットワーク活動は次の通りで
ある20）。
①「絵手紙お届け」
　月１回170名を対象に，この団地内にある２つの小学校，中
学校，保育園の協力を得て，高齢者宛に絵手紙を書いてもらい，
それを自治会の住民ボランティアが一人暮らし高齢者宅を回っ
て手渡す。このとき会話を交わしながらボランティアが様子を
確認する。
②「おはようお元気コール」
　2004年からスタートし，自治会の住民ボランティアが122人
の高齢者（70歳以上）にモーニングコールする。毎週１回月曜
朝８時頃に安否確認電話をしている。42名のボランティアが１
人当たり３人程度を受け持つ。
③「さりげなく見守り隊」
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　70歳以上の一人暮らし高齢者を212人のボランティアがサポ
ートする。団地内の同じ階段や隣の棟などから見える範囲の部
屋の安否確認（目視）をする。具体的には，電気の点けっぱなし，
洗濯物や布団の干しっぱなし，ドアポケットの新聞やチラシの
たまり具合などである。
④「緊急電話福祉相談」
　24時間365日いつでも相談が可能なホットライン。Ａ団地で
は，自治会を中心に約10年間にわたって孤独死防止作戦が対人
ネットワーク活動を中心として展開されてきた。しかし課題は，
300世帯（全世帯の約１割）の未確認世帯が存在することである。
この世帯は自治会未加入で，隣近所のつきあいがないため電話
相談活動は機能していない。
６．Ａ団地の孤独死の実態（結果）
１） 孤独死事例からわかること
　Ａ団地内で2004～2013年の10年間に発生した孤独死は，55件
であった。Ａ団地での事例は，自殺と病死両方を含んでおり，
どちらも一人で亡くなり，後日見つかったケース（孤独死）と
みなされていた。
　性別ごとに見ると男性48件，女性7件で，男性が８割以上を
占めている（図１参照）。
　年齢別では，60代と70代が最も多く，女性は70代以上にのみ
にみられた。孤独死の理由について，病死（持病や心不全，急
性心筋梗塞等）が８割以上を占める（図２参照）。自殺は，男性
の比較的若い年齢層に多くみられる。
　入居別では，孤独死は旧入居者に多く，自殺は新入居者に多
い（図３参照）。
２） 孤独死事例の意味するもの
　年度別の孤独死の発生件数は，2010年が10件と最も多く，
2011年は７件，2012年８件とやや増加傾向を示すが，孤独死が
なくなったわけではない。孤独死の発生件数を月別にみると，
１月が８件と最も多く，次いで５月，８月がともに７件であ
る。根本（2009）は孤独死の重点観察月に１～３月をあげてお
り，また，それに次ぐ要注意月に８月をあげているが21），Ａ団
地の孤独死発生月の特徴とも一致する。年別にも孤独死発生件
数には差がある点は，その年の気象状況に関連があると推察さ
れ，寒い年には孤独死が多く発生する（図４参照）。
図１　孤独死件数（性別ごと）
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図２　性別・年齢事の孤独死内訳（件）
30歳代
1 3 9 12 10 5
0 0 0 0 3 3
40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代-
男性
女性
14
12
10
8
6
4
2
0
図３　入居時期ごと死亡理由（件）
新入居者 旧入居者
6
3
孤独死
自殺
26
20
図４　月別孤独死発生件数
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　年齢別にみると，高齢になるほど孤独死が増加する傾向がみ
られる。これは，高齢者は外出等の機会や近隣との接点が薄く
なることと関係していることがわかった。性別では，男性が圧
倒的に多く，女性の孤独死は70歳以上にしかみられなかったが，
これは日常の外出状況，近隣とのつきあい，病気等と関係があ
る。孤独死は男性の場合，外出がなく，近隣とのつきあいがな
く，病気がちな人に多い。
　入居状況別では，図３をみると，新規入居者には自殺者が多
く，旧入居者には孤独死が目立つ。これは，新入居者は生活難
に陥った人が他の地域から転居してくる傾向があること，旧入
居者は地域との関係性が希薄なことと関係している。
　夫婦での老老介護や親子で生活し，どちらか一方の入院や死
亡によって孤独死が発生したケースもある。孤独死は必ずしも
一人暮らしだけに発生するとは限らない。
　団地の棟別の発生件数をみると，３号棟に多いことがわかる。
３号棟は立地の面で他の棟に比べ高低差が激しく，高齢者には
敬遠され，閉じこもりになる傾向があり，他者への支援を求め
にくくなるためと考えられる。部屋の階も高齢者は上の階より
も１階に引っ越し，できるだけ生活しやすく，閉じこもりを防
ぐ工夫をしている人もいるという。
　孤独死の発見は，近隣，自治会を経由して警察（警察に連絡
するのが近隣住民や自治会）というケースが多い。身内と連絡
がとれない場合自治会に連絡し，その後身内が確認するという
経路をたどるケースもある。福祉サービス職員（ホームヘルパ
ー等）や警備会社の職員が発見するケースもある。
　孤独死の発見で自治会のネットワーク活動のうち，どの活動
が有効性を発揮するのかを検討する。孤独死発見で有効性を発
揮する活動は， 「お元気コール」と ｢さりげなく見守り隊」で
ある。「お元気コール」の対象者が電話に出ないことをきっか
けに孤独死を発見するケースがある。「さりげなく見守り隊」
の何となく最近みかけないという気づきや新聞がたまっている，
いつも部屋の電気が点いている等，いつもと違う変化に気づく
ことが，孤独死発見のきっかけを担っていることも少なくない。
　また，近隣住民が何となくいつもと違うなどの情報を自治会
等に持ち込むケースも多い。
　自治会に加入し，近所づきあいがある，また，本人が普段外
出し他者と会う機会が多い人ほど，孤独死の早期発見が可能に
なることがわかった。
　しかし，自治会とも近隣とも接点がない場合，新聞受けに新
聞がたまる，異臭がする等の状態まで発見が遅れることもある。
３） 高齢者生活調査からわかること
　高齢者生活調査では，ある程度自立した生活ができる（外出
ができる，歩行可能等）人がほとんどであった。そのため健康
状態は「良い・やや良い・普通」を合わせると75％という状況
である。頼りになる人についても「いる」と答えた人が90％を
超えた。その内訳としては，「親戚」が最も多く，次いで「配偶者」
「団地内近隣」「自治会」となっている（図５参照）。
　頼りになる人との連絡頻度は，「月に１回」が最も多く，次
いで「週に１回」，「毎日」であった（図６参照）。頼りになる人は，
団地内が最も多いが，「市内」「県外」という順であった。緊急
時には，頼りになる人がすぐ駆けつけることもあるが，多くは
近隣や自治会から連絡をとってもらって親戚が駆けつけること
がわかる。頼りになる理由は，「困ったときに手を貸してくれる」
が最も多く，次いで「いつも近くにいる」「ちょっとした悩み
を引き受けてくれる」となった（図７参照）。
　日常の外出について，１週間のうちに外出をする理由は，「買
い物」「病院」「散歩」の順であった。また，自宅をこの一週間
で訪ねてきた訪問者は「友人」が最も多く，続いて「新聞配達」
「別居家族」「郵便」「警察」となっている。しかし，「誰も訪ね
てきていない」という人も少なからずいた（図８参照）。
　生活実態調査の回答者の中にも，体調が良くなく，外出頻
度も少ないという人もおり，外部（頼りになる人や連絡を取る，
買い物，外出する）との接点がない住民への何らかの働きかけ
図５　頼りになる人の内訳
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が必要である。今回のアンケートは団地設立40周年を機に自治
会が中心となって行ったアンケートであるため，自治会員以外
は含まれていない。よって，今回のアンケート協力者以外の住
民のニーズを把握する必要があるだろう。　
７．考察
　孤独死防止活動は，行政（区市町村），地域包括支援センター，
社会福祉協議会，町内会・自治会が中心となっているものがあ
る。だが、住民の日常的な関係が孤独死防止の基礎となる。近
隣や地域の関係が希薄化する中で，住民の手による対人ネット
ワーク活動が今後どのように機能するかを検討する必要がある。
Ａ団地の孤独死防止活動を検討した結果，孤独死防止に対人ネ
ットワーク活動は有効であるが，防止の手が届いていない範囲
があることが明らかとなった。Ａ団地では，3000世帯のうち約
300世帯は自治会に未加入で，「どんな人が住んでいるか」が把
握できないだけでなく，近隣との接触がないため孤独死防止活
動の活用ができない放置状態にある。自治会だけではなく，福
祉サービス等の行政を含めた，より積極的な介入の必要性があ
る。
　現在の団地はかつての団地の住まい方と異なり，団地住民の
移動（転入出）が激しく，定点的な捉え方ができなくなっている。
　団地内で社会的に孤立する人々のために，行政が福祉サービ
スをつくっても，自治会等が関わろうと努力しても，それを希
望しない人たちにはネットワーク活動が機能しない。また，地
域や行政のサポートを希望する人が多すぎても，ネットワーク
上の人手不足等の社会資源に限界があり，機能しない。
　この２つの課題については，今後新たな視点や取り組みの検
討が必要である。
８．おわりに―今後の課題
　孤独死の背景には，少子高齢化や世帯構成の変化，ライフ
スタイルの変化，地域社会の崩壊，非婚・離婚の増加，貧困
等，様々な現代日本の抱える問題が横たわっている。孤独死は，
現代社会の歪みであり，社会問題の縮図であるといえる。社会
の状況を変革していかなければ，孤独死は増え続けるだろう。
孤独死の問題点は人が死ぬことではなく，その死に至る経緯や
背景にある。
　今後の孤独死防止は，①孤独死予備群のニーズ把握をいかに
するか。②そのニーズをいかに地域や行政でフォローできるか
等が課題となる。いわば ｢生の救済」活動なのである。例えば，
日頃の自治会等の対人ネットワーク活動の中で，低所得者は外
出も少なく，病院受診を拒否する状況等がみえてきた。加えて，
生活実態調査でも今後の生活不安は「お金」と「病気」をあげ
る高齢者が多かった。それを受け，平成25年度４月より，Ａ団
地のNPOは，月１回の無料在宅血圧測定サービスをスタート
させた。地域社会や他者との接触の機会が増えることで，孤独
死防止は大幅に前進すると考える。
　今後も着実なニーズ把握とニーズの充足が求められ，ボラン
ティア等の協力者の増加に力を注ぐ必要がある。現在ある福祉
サービスや社会資源だけでは，孤独死を防止することには限界
がある。
　これからの時代や社会を考えるとき，個（孤）の確立が叫ば
れ，確実に個による意思決定や個の尊重に価値が置かれるだろ
う。他方，地縁や血縁等の紐帯は弱まっていく。そのような社
会の中で生きていくため，他者とある程度の距離をもって結び
つく関係を自ら意識し構築する必要があるだろう。
　他者との接点をつくっておく。もしくは，自分の安否を他者
に発信する心がけが必要なのかもしれない。
　これまでの孤独死防止対策は，他者といかにつながるか，人
と人との結びつきの結び目を多く，強くするかに力が注がれて
いた。しかしそれだけでは限界がある。
　内閣府が行った「高齢者の地域におけるライフスタイルに関
する調査」（2010年４月２日）結果によれば，「地域の困ってい
る高齢者の家庭に対して，何らかの手助けをしたいと考えてい
図７　頼りになる理由（件）
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